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Ⅰ．問題意識と研究目的

　拙稿（2010）では「Web サイト上の価格情報と非価格情報が競争構造に及ぼす影響」に

ついて，先行研究を踏まえた理論的な考察を行い，「商品情報比較サイト1）上の非価格商品

情報が銘柄間の非価格競争に及ぼす影響」が確認すべき論点の 1 つであることを示した。そ

れを受けて拙稿（2011）では，「商品情報比較サイト上の非価格商品情報が銘柄間の非価格

競争に及ぼす影響」に関し，探索的な調査仮説を設定し，商品情報比較サイトに掲載されて

いる集計済みのデータを用いて，調査仮説の検証を行った。その結果，商品情報比較サイト

上に掲載されている消費者の特定銘柄に対する満足度評価の平均値は，満足度評価の平均値

が高い銘柄群において，当該銘柄の売れ行きに正の影響を及ぼしている可能性があることを

確認した。それは商品情報比較サイト利用の普及が銘柄間の非価格競争を強化する可能性が

あることを示唆するものであった。但し，そこでの調査仮説は探索的なものであり，分析に

使用したデータも価格.com という特定の商品情報比較サイト上の液晶テレビという 1 品目

に関する一時点におけるものであった。こうしたことから同稿では「商品情報比較サイトが

銘柄間非価格競争に及ぼす影響」について，異なるデータを用いて再度検証を行うのが望ま

しいことを指摘した。そこで拙稿（2012）ではデジタルカメラという異なる品目のデータを

用い，拙稿（2011）よりも詳しい分析を行うことにより，「商品情報比較サイト上の非価格

商品情報が銘柄間の非価格競争に及ぼす影響」について改めて考察した。そこで最も注意を

払う必要があったのは満足度平均値が売れ筋順位自然対数や売れ筋ランクに負の影響を及ぼ

しているのか否かという点であったが，重回帰分析，順序回帰分析，分散分析のいずれにお

いてもこの点に関する符号の仮説は統計的に支持された。その一方で，分散分析においては，

事前に仮説を設定しなかった交互作用「発売後月数×満足度平均値」と「最安値×満足度平

均値」が統計的に支持されており，因果関係についてはさらに洞察を深める必要があること

が明らかとなった。しかしながら前回の分析では対象銘柄数が 82 に過ぎず，詳細な統計分

析を行うには標本数が十分とはいえなかった。そこで本稿では，少標本の問題に対応し，か

つ複数の要因がどのように結合することによって結果の必要条件および十分条件を形成して
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いるのかを明らかにする上で有力な手法である質的比較分析（Qualitative Comparative 

Analysis 以下，略称として定着している QCA と表記）を適用することによって，「商品情

報比較サイト上の非価格商品情報が銘柄間の非価格競争に及ぼす影響」に関して改めて考察

する。また，拙稿（2012）の統計分析の結果との対比も念頭に置いて同じデータを用いて分

析することにより，こうした事例における QCA 適用の意義についても確認する。

Ⅱ．QCA適用に向けての準備

　前節で述べた通り，今回の QCA による分析では拙稿（2012）における統計分析の結果と

の対比を念頭に置いているため，拙稿（2012）において使用した価格.com 上の集計データ，

すなわち 2012 年 3 月 12 日（月）23 時時点における，欠損値が無い 82 銘柄を対象としたデ

ジタルカメラデータを改めて使用した2）。拙稿（2012）同様，「結果」に関わるデータとし

ては売れ筋順位3），「原因条件」に関わるデータとしては，満足度平均値，発売後月数，お

よび最安値を想定したが，QCA では変数の扱い方が拙稿（2012）で用いた統計分析とは異

なる。QCA では事例をある集合の成員であるか否か，例えば「新銘柄」であるか否かの二

分法で判断するクリスプ集合を想定した分析を行うことができる。しかし，使用したデータ

は全て数値データであり，個々の銘柄について特定の数値を境にして当該集合の完全な成員

であるか否か二分するのは難しいと考えられることから，部分的な成員資格も許容するファ

ジイ集合を想定することにした。このため，QCA ソフトとして，ファジイ集合を対象とし

た研究において利用されることが多い fs/QCA を用いた。

　QCA では「新銘柄」といった概念への事例の配属は分析者の実態知識や理論に基づいて

行うことになるが4），今回用いたデータについては明確な外的基準を想定することは困難で

あった。拙稿（2012）における分散分析では，発売後月数，最安値，満足度平均値の 3 変数

それぞれについて，銘柄数ができるだけ均等になるように分割点を設定し，銘柄を 2 つのグ

ループに分類した。しかしながら，銘柄数の均等性といった便宜的な基準は必ずしも質的差

異に対応している保証は無い5）。そこでデータの分布をよく観察し，また特定の値が持つ意

味を考察することにより，完全帰属閾値，質的分岐点値，不完全帰属閾値を設定した。そし

て元データをファジイ集合における成員スコアに変換する較正（calibration）には fs/QCA

の calibrate 関数を用いた。また，拙稿（2012）では従属変数として，重回帰分析と分散分

析では売れ筋順位自然対数，順序回帰分析では売れ筋順位ランクを用いたが，今回の QCA

では結果に関する元データである売れ筋順位についても，完全帰属閾値，質的分岐点値，不

完全帰属閾値を設定し，fs/QCA の calibrate 関数を用いて成員スコアに変換した。

　そこでここでは，結果についての元データである売れ筋順位，および原因条件の元データ

である満足度平均値，発売後月数，最安値，それぞれの値を，calibrate 関数を用いて成員
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スコアに変換する際に必要となる，完全帰属閾値，質的分岐点値，不完全帰属閾値の設定手

順について述べる。これらの値は分析結果に影響を及ぼす可能性があるため，その設定には

注意を払う必要があるが，それに先立って，成員スコアがいかなる集合についてのものであ

るのかについて予め明確にしておく必要がある。それぞれの集合は元データおよびその収集

意図との関係で捉えられる。結果に関わる集合については，非価格競争の成果である売れ行

きの状況を間接的に捕捉しようとする売れ筋順位という元データに基づくものであるため，

「売れ筋銘柄」集合であるとみなした。同様に原因条件については，高い満足度平均値に対

応するものとして「高満足度銘柄」集合，短い発売後月数に対応するものは「新銘柄」集合，

低い最安値に対応するものは「低価格銘柄」集合とそれぞれみなした。以上は，売れ筋銘柄

を結果，高満足度銘柄，新銘柄，低価格銘柄をその原因条件とみなすものであり，拙稿

（2010）における問題意識に直接対応している仮説である。但し本稿は拙稿（2012）におけ

る統計分析の結果との対比も研究の目的とするものであることから，「非売れ筋銘柄」を結

果，「非高満足度銘柄」「非新銘柄」「非低価格銘柄」の 3 つをその原因条件とみなす裏命題

に対応した仮説についても取り上げることにした。

　分析対象銘柄についての売れ筋順位の分布範囲は 1 位から 720 位である。売れ筋銘柄集合

の完全帰属閾値については，価格.com 上で当該品目についてのトップページに売れ筋ラン

キング上位銘柄として掲載されているかどうかが特に重要であるとみなし，実際には 5 位銘

柄までが掲載されていることから，5 位を完全帰属閾値の初期値として設定した。QCA で

は質的分岐点値が最も重要な意味を持つが，明確な基準を設定するのはやはり困難である。

中位値は 122 位であるが，必要なデータが揃っていたが故に分析対象とした銘柄に限っての

中位値に過ぎず，消費者が価格.com を利用する際にはこの中位値は全く意味を持たない。

消費者には上位 100 銘柄に入っているか否かといった切りの良い数値の方が基準値として用

いられ易いと考えられるが，どの水準が質的分岐点値として適切であるのかについて事前に

判断することは困難であった。そこで，質的分岐点値を境に標本数が極端に偏らない範囲内

で，50 位，70 位，100 位というように，異なる質的分岐点値を設定した分析を行い，その

結果について検討してみることにした。また，不完全帰属閾値についても明確な基準を想定

することは困難であったため，300 位，500 位，700 位というように，複数の閾値を設定し

てみることにした。

　満足度平均値に関する完全帰属閾値，質的分岐点値，不完全帰属閾値の設定に当たっては，

各銘柄の値の分布に加えて，特定の値が持つ意味も考慮した。満足度平均値の銘柄間平均値

は 5 点尺度で 4.37 であるが，売れ筋順位における中位値同様，銘柄間平均値は消費者が参

照できる値ではない。また，この銘柄間平均値を下回る銘柄は 83 銘柄中 28 銘柄しかない。

すなわち，一部の銘柄の満足度が極めて低く銘柄間平均値を引き下げている状況にあるが，

銘柄間平均値からも分かるように，価格.com における満足度評価は全般にかなり高めであ
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る。したがって，消費者が参照する際には 5 段階評価で最上位の評価が多いことを前提に各

銘柄の満足度の値を判断することが多いと考えられる。そこでここでは半数以上の評価者が

最上位の評価を付与したことになる 4.5 を質的分岐点値の初期値として設定することにした。

価格.com の品目別のトップページには，売れ筋ランキング同様，満足度ランキングについ

ても上位 5 銘柄が掲載されることから，高満足度銘柄集合の完全帰属閾値については，満足

度平均値 5 位銘柄の満足度平均値の前後で切りの良い値として，4.8 を初期値として設定し

た。5 段階評価において真ん中に位置する 3 およびそれを下回る評価の影響力が 4 以上の評

価のそれを上回っている場合には，当該銘柄はもはや満足された銘柄とはみなせないと考え，

不完全帰属閾値の初期値については 3.5 を設定した。

　発売後月数の中位値は 12 ヶ月であった。発売後 1 年経過しているかどうかは当該銘柄が

消費者に「新しい商品」と認識されるか否かに影響しそうであることを踏まえ，また発売後

月数に関する銘柄分布の谷間等も考慮して，発売後 1 年前後にいくつかの異なる質的分岐点

値を設定して結果を比較してみることにした。完全帰属閾値については，当該品目の発売サ

イクルとの関係で多くの消費者が新商品であると考えるであろう，発売後 3～6 ヶ月程度で

値を動かしてみることにした。各銘柄の値の分布からも発売後 2 年を経過すると多くの消費

者は当該銘柄を新しいとはみなしにくいと思われたため，不完全帰属閾値に関しては 2 年前

後のところで検討してみることにした。

　最安値についても，完全帰属閾値，質的分岐点値，不完全帰属閾値を設定するにあたって，

各銘柄の値の分布，および消費者が小売価格を判断する際に気にするであろう「切りの良い

数字」に注目した。各銘柄の最安値は，最大値 86,709，平均値 21,093，最小値 6,199 であっ

た。最大値は突出したものであり，それに続くのは 5 万円台の 2 銘柄である。5 万円という

値は消費者が価格を判断する上でも節目としての意味を持つ水準であると考えられたことか

ら，完全帰属閾値については 5 万円を初期値として設定した。また，平均値の近傍に多くの

銘柄が位置していることから，この品目において消費者が特定銘柄を「価格が安い商品」に

近いのか否かを判断する際には，平均値の近くにあり，しかも消費者が意識し易い「切りの

良い数字」である 2 万円という値が重要であると考えられた。そこで質的分岐点値として 2

万円を初期値として設定することにした。「切りの良い数字」が大きな意味を持つとされる

価格については，桁に関わる大台に乗っているか否かはさらに重要であると考えられるため，

不完全帰属閾値については 1 万円を初期値として設定することにした。

　以上のようにして各変数についての閾値と質的分岐点値を設定したが，初期値として設定

した値以外は有り得ないという訳ではないため，分析に当たっては常識的に想定される範囲

内で値を動かし，その影響についても検討してみることにした。その結果，今回のデータに

関しては閾値や質的分岐点値の多少の変化によって分析結果の基本的な内容が変わってしま

うことは無いことを確認した。もちろん，閾値や質的分岐点値を動かすことによってデータ
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の当てはまりの良さは変化する。そこで上で述べた「特定の値が持つ意味」や「値の切りの

良さ」を考慮しつつ，データの当てはまりが良い値を閾値や質的分岐点値として設定するこ

とにした。表 1 は最終的に採択した閾値・質的分岐点値をまとめたものである6）。また，表

2 は各銘柄についての元データと変換後の成員スコアを売れ筋順位順に並べ替えて一覧化し

たものである。なお，「非売れ筋銘柄」についての仮説に関しては，完全帰属閾値と不完全

帰属閾値を「売れ筋銘柄」についての仮説と入れ替えただけであり，質的分岐点値について

は両仮説間で同じである。

Ⅲ．分析結果

　本節では fs/QCA を用いた分析の結果を必要条件と十分条件に分けて提示する。なお，

「売れ筋銘柄」についての分析結果と「非売れ筋銘柄」についての分析結果はセットで提示

した方が，拙稿（2012）における統計分析の結果との整合性を確認し易いため，必要条件，

十分条件それぞれの小節においてまとめて提示する。

3-1　必要条件
　「売れ筋銘柄」の必要条件に関して行った分析の結果をまとめたものが表 3 である。QCA

においては必要条件に関する分析の方が十分条件に関する分析よりも一般に高い整合性が求

められる。本研究では素条件あるいはその組み合わせを必要条件として採択する際の整合性

の水準に関し，多くの研究において採用されている 0.9 という値を設定した7）。表 3 にある

通り，「高満足度銘柄」「新銘柄」「低価格銘柄」のいずれの素条件も単独では基準となる整

合性の値を超えておらず，「売れ筋銘柄」としての必要条件を形成しているとはみなし難い。

整合性が 0.9 以上の組み合わせは「高満足度銘柄＋新銘柄」と「高満足度銘柄＋新銘柄＋低

価格銘柄」の 2 通りであった。いずれの組み合わせについても被覆度は 1 つの目安となる

0.5 を超えている8）。2 通りの組み合わせのうち，低価格銘柄も入った組み合わせの方が整合

性の値は大きくなるが，その幅はごく僅かであり，一方で被覆度は大きく下がるため，「高

満足度銘柄＋新銘柄」を必要条件として採択した9）。すなわち，満足度の高い銘柄もしくは

表1　売れ筋銘柄に関する較正時の閾値・質的分岐点値

変数名 使用データ 完全帰属閾値 質的分岐点値 不完全帰属閾値

結果変数 売れ筋銘柄 売れ筋順位 5 50 700

原因変数

高満足度銘柄 満足度平均値 4.9 4.5 3.5

新銘柄 発売後月数 3 12 24

低価格銘柄 最安値 10,000 20,000 50,000
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新銘柄であることが売れ筋銘柄となるための必要条件ということになる。

　一方，表 4 は「非売れ筋銘柄」についての必要条件に関する分析結果をまとめたものであ

る。整合性が 0.9 以上の組み合わせは「非高満足度銘柄＋非新銘柄」と「非高満足度銘柄＋

非新銘柄＋非低価格銘柄」の 2 通りであった。いずれの組み合わせについても被覆度は 0.7

を超えており，十分に大きい値であるとみなし得る。非低価格銘柄も入った組み合わせの 

方が整合性の値は大きくなるが，その幅はごく僅かでほぼ同じとみなすことができ，一方 

で被覆度は明らかに下がるため，「非高満足度銘柄＋非新銘柄」を必要条件として採択し 

た。

　以上のことから，必要条件という観点からは，価格水準に関しては明瞭な結果が出なかっ

たものの，満足度や新しさに関しては「売れ筋銘柄」についての分析結果と「非売れ筋銘

柄」についての分析結果は共に事前の予想通りであり，両者は対称的なものとなっている。

したがって，この結果からは，少なくとも，拙稿（2012）の統計分析において確認した独立

変数と従属変数の関係の中核部分（当該銘柄に対する満足度が高い程，また発売後月数が短

表3　売れ筋銘柄の必要条件

高満足度銘柄 新銘柄 低価格銘柄 整合性 被覆度 採択

1 0 0 0.785 0.739

0 1 0 0.806 0.803

0 0 1 0.706 0.517

1 1 0 0.945 0.701 ○

1 0 1 0.906 0.546

0 1 1 0.898 0.564

1 1 1 0.960 0.551

表4　非売れ筋銘柄の必要条件

非高満足度銘柄 非新銘柄 非低価格銘柄 整合性 被覆度 採択

1 0 0 0.774 0.815

0 1 0 0.839 0.842

0 0 1 0.487 0.659

1 1 0 0.942 0.766 ○

1 0 1 0.851 0.715

0 1 1 0.866 0.734

1 1 1 0.945 0.702
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い程，売れ筋順位数は小さいという関係）と矛盾する内容は示されなかったとみなし得る。

3-2　十分条件
　ここでは売れ筋銘柄および非売れ筋銘柄に関する十分条件を探るために実施した分析に関

し，不完備真理表と完備真理表を示し，その上でそれぞれの解について考察する。

　表 5 は売れ筋銘柄に関する不完備真理表である。原因条件の構成は該当事例数順に並んで

いるが，最終行については該当事例が無く，論理残余となっている。このため完備真理表の

作成に当たってはこの行は削除した。それ以外の行に関しては 6 事例以上あるため，以後の

分析のために全て残した10）。

　表 6 は売れ筋銘柄に関する完備真理表である。ファジイ集合を用いているため，PRI 整合

性に注目し，その値が大きい順に原因条件の構成を並べ替えてある。本研究は多少なりとも

可能性のある原因条件の組み合わせを探索するというよりも，前回の研究を新たな角度から

再検証することを意図したものであるため11），原因条件あるいはその組み合わせを採択す

る際の素整合性の目安は 0.9 以上と高めに設定した12）。素整合性および PRI 整合性の値は一

番上の行の構成が突出して高く，2 行目の組み合わせに関しては特に PRI 整合性が大きく下

がっている13）。しかも素整合性が 0.9 を超えるのは一番上の行の組み合わせのみである。し

たがって，結果欄には一番上の行の構成のみに 1 を入れ，その他の構成については 0 とする

ことが考えられる。しかしながら原因条件の構成をよく見ると，1 行目の組み合わせと 2 行

目の組み合わせの違いは低価格銘柄であるか否かの箇所のみであり，低価格銘柄という原因

条件の役割に疑義を生んでいる。実際，拙稿（2012）における統計分析においても価格水準

に関する分析結果は安定しなかった。そこで，1 行目の組み合わせのみ結果欄に 1 を入れる

パターン（ケース 1）に加えて，素整合性は 0.9 をやや下回るものの，1 行目と 2 行目の 2

つの組み合わせについて結果欄に 1 を入れるパターン（ケース 2）についても分析を行い，

両者の結果を比較してみることにした。

　表 7 は売れ筋銘柄の十分条件に関する分析結果である。ケース 1，ケース 2，どちらの場

合についても「複雑解＝中間解＝最簡解」であった。いずれのケースについても解は 1 ルー

トのみであるため，「素被覆度＝固有被覆度＝解被覆度」かつ「素整合性＝解整合性」とな

っている。ケース 1 とケース 2 の解は「～低価格銘柄」すなわち「低価格銘柄ではない」こ

とが条件として入ってくるか否かの違いのみである。当然のことながら，前者の方が後者よ

りも解整合性は高く，解被覆度は低くなっている。被覆度は整合性が十分に高い場合にのみ

意味を持つという観点からすると，先ずは整合性に着目する必要がある14）。解整合性につ

いてはもちろんケース 1 の方が高いが，ケース 2 の 0.900 という値も十分に高い。そこで次

に解被覆度を見ると，両者の間に大きな差があることが分かる。上述の通り，低価格銘柄と

いう原因条件の役割に疑義があることからケース 2 を設定したことも踏まえ，ケース 2 の解
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表5　売れ筋銘柄についての不完備真理表

素条件
事例数

結果
素整合性 PRI 整合性

高満足度銘柄 新銘柄 低価格銘柄 売れ筋銘柄

0 0 1 18 0.687 0.110

0 0 0 9 0.688 0.207

0 1 1 8 0.826 0.419

1 1 0 7 0.970 0.926

1 0 1 7 0.781 0.208

1 0 0 7 0.788 0.416

1 1 1 6 0.883 0.555

0 1 0 0

表6　売れ筋銘柄についての完備真理表

ケース1

素条件
事例数

結果
素整合性 PRI 整合性

高満足度銘柄 新銘柄 低価格銘柄 売れ筋銘柄

1 1 0 7 1 0.970 0.926

1 1 1 6 0 0.883 0.555

0 1 1 8 0 0.826 0.419

1 0 0 7 0 0.788 0.416

1 0 1 7 0 0.781 0.208

0 0 0 9 0 0.688 0.207

0 0 1 18 0 0.687 0.110

ケース2

素条件
事例数

結果
素整合性 PRI 整合性

高満足度銘柄 新銘柄 低価格銘柄 売れ筋銘柄

1 1 0 7 1 0.970 0.926

1 1 1 6 1 0.883 0.555

0 1 1 8 0 0.826 0.419

1 0 0 7 0 0.788 0.416

1 0 1 7 0 0.781 0.208

0 0 0 9 0 0.688 0.207

0 0 1 18 0 0.687 0.110
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を採択するのが妥当であると判断した。すなわち，売れ筋銘柄であるための十分条件は「高

満足度銘柄かつ新銘柄」ということになる。

　表 8 は非売れ筋銘柄に関する不完備真理表であり，原因条件の構成は該当事例数順に並ん

でいる。表 5 で確認した論理残余との関係からすれば当然のことではあるが，最終行につい

ては該当事例が無く，論理残余となっている。このため完備真理表の作成に当たってはこの

行は削除した。それ以外の行に関しては 6 事例以上あるため，以後の分析のために全て残し

た。

　表 9 は非売れ筋銘柄に関する完備真理表である。PRI 整合性が高い順に原因条件の構成を

並べ替えてある。素整合性および PRI 整合性の値には，表 6 の売れ筋銘柄についての完備

真理表程，大きな断絶は見られない。しかしながら原因条件の構成を見ると，ここでも 1 行

目の組み合わせと 2 行目の組み合わせの差はやはり非低価格銘柄であるか否かの箇所のみで

あり，非低価格銘柄という原因条件の役割に疑義を生んでいる。また，いずれの組み合わせ

についても素整合性は目安として設定した 0.9 を超えている。そこでここでも 1 行目の組み

合わせのみ結果欄に 1 を入れるパターン（ケース 1）と，1 行目と 2 行目の 2 つの組み合わ

せについて結果欄に 1 を入れるパターン（ケース 2）の 2 つについて分析を行い，両者の結

果を比較してみることにした15）。

　表 10 は非売れ筋銘柄の十分条件に関する分析結果である。ここでも，ケース 1，ケース 2，

どちらの場合についても「複雑解＝中間解＝最簡解」であり，いずれのケースについても解

は 1 ルートのみであるため，「素被覆度＝固有被覆度＝解被覆度」かつ「素整合性＝解整合

性」となっている。ケース 1 とケース 2 の解は「～非低価格銘柄」すなわち「非低価格銘柄

ではない」ことが条件として入ってくるか否かの違いのみである。したがって，前者の方が

後者よりも解整合性は高く，解被覆度は低くなっている。解整合性はケース 1 の方が高いが，

ケース 2 との差は僅かであり，またケース 2 についての 0.938 という値は十分に高いといえ

る。一方，解被覆度については売れ筋銘柄の場合程ではないものの，10％ ポイント近い差

があり，また非低価格銘柄という原因条件の役割についてもやはり疑義があることから，こ

こでもケース 2 の解を採択するのが妥当であると判断した。すなわち，非売れ筋銘柄である

ための十分条件は「非高満足度銘柄かつ非新銘柄」ということになる。

表7　売れ筋銘柄の十分条件

ケース 解（複雑解＝中間解＝
最簡解） 素被覆度 固有被覆度 素整合性 解被覆度 解整合性 採択

1 高満足度銘柄＊新銘柄
＊～低価格銘柄 0.426 0.426 0.970 0.426 0.970

2 高満足度銘柄＊新銘柄 0.646 0.646 0.900 0.646 0.900 ○
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表8　非売れ筋銘柄についての不完備真理表

素条件
事例数

結果
素整合性 PRI 整合性

非高満足度銘柄 非新銘柄 非低価格銘柄 非売れ筋銘柄

1 1 0 18 0.956 0.874

1 1 1 9 0.918 0.792

1 0 0 8 0.866 0.552

0 1 1 7 0.814 0.486

0 1 0 7 0.935 0.767

0 0 1 7 0.624 0.074

0 0 0 6 0.842 0.399

1 0 1 0

表9　非売れ筋銘柄についての完備真理表

ケース1

素条件
事例数

結果
素整合性 PRI 整合性

非高満足度銘柄 非新銘柄 非低価格銘柄 非売れ筋銘柄

1 1 0 18 1 0.956 0.874

1 1 1 9 0 0.918 0.792

0 1 0 7 0 0.935 0.767

1 0 0 8 0 0.866 0.552

0 1 1 7 0 0.814 0.486

0 0 0 6 0 0.842 0.399

0 0 1 7 0 0.624 0.074

ケース2

素条件
事例数

結果
素整合性 PRI 整合性

非高満足度銘柄 非新銘柄 非低価格銘柄 非売れ筋銘柄

1 1 0 18 1 0.956 0.874

1 1 1 9 1 0.918 0.792

0 1 0 7 0 0.935 0.767

1 0 0 8 0 0.866 0.552

0 1 1 7 0 0.814 0.486

0 0 0 6 0 0.842 0.399

0 0 1 7 0 0.624 0.074
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　以上のことから QCA による売れ筋銘柄，非売れ筋銘柄それぞれについての十分条件に関

する分析結果に断絶は見られず，また拙稿（2012）の統計分析の結果と矛盾するものでもな

かったといえる。

Ⅳ．まとめと今後の研究課題

　本稿は「商品情報比較サイト上の非価格商品情報が銘柄間の非価格競争に及ぼす影響」に

ついて，QCA を用いて必要条件・十分条件という観点から改めて考察すると共に，こうし

た事例における QCA 適用の意義についても検討することを目的とするものであった。分析

結果を踏まえてこの点について記しておきたい。

　QCA の分析結果を見ると，売れ筋銘柄と非売れ筋銘柄に関する必要条件と十分条件のい

ずれの組み合わせにおいても，銘柄に対する満足度と発売後経過期間が重要な役割を担って

いることが示されている。そしてその内容は，満足度平均値と発売後月数が売れ筋順位数に

それぞれ，負，正の影響を及ぼすことを明らかにした拙稿（2012）における統計分析の結果

と矛盾していない。

　しかしながら，QCA を適用したことによって，統計分析の結果からは気付くことができ

なかった，必要条件・十分条件という観点からの新たな知見が得られた。それをまとめたの

が図 1 である16）。すなわち，必要条件に関する分析結果が示すように，売れ筋銘柄である

ためには少なくとも高満足度銘柄か新銘柄のいずれかであることが必要となる。また，十分

条件に関する分析結果からは，高満足度銘柄でかつ新銘柄であれば売れ筋銘柄となることが

示されている。

　このことをメーカーのマーケティング戦略との関係で考えるならば，特定の商戦期を意識

した場合，それに合わせて発売するという発売時期についての意思決定は有効であるが，そ

れだけでは当該商戦期に売れ筋銘柄となる保証は無く，消費者から高い満足度評価を得られ

るような商品を良いタイミングで市場に投入できれば当該商戦期に売れ筋銘柄となる確率が

高いことを示している。また，長期間売れ筋銘柄であり続けるロングセラー商品は，満足度

の高い銘柄にほぼ限られることになる。消費者満足度の高い商品の開発という非価格競争の

表10　非売れ筋銘柄の十分条件

ケース 解（複雑解＝中間解＝
最簡解） 素被覆度 固有被覆度 素整合性 解被覆度 解整合性 採択

1 非高満足度銘柄＊非新
銘柄＊～非低価格銘柄 0.577 0.577 0.956 0.577 0.956

2 非高満足度銘柄＊非新
銘柄 0.671 0.671 0.938 0.671 0.938 ○
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中核的な要素が重要であることを強く示す結果であるといえる。

　以上のように，QCA は統計分析では抽出しにくい必要条件・十分条件という観点からの

因果関係を明らかにする上で，非常に有用なツールであると考えられる。すなわち，「発見

の文脈」において威力を発揮し易い手法であると思われる。但し，その一方で，分析プロセ

スにおいて明確な基準が無い中での判断を求められる局面が多いため，「検証の文脈」にお

いて利用する場合には細心の注意を払う必要であると考えられる。

　今後の研究課題であるが，今回の分析では拙稿（2012）における分析と結果を対比すると

いう目的があったため，原因条件についても同研究に準じて設定したが，「商品情報比較サ

イト上の非価格商品情報が銘柄間の非価格競争に及ぼす影響」の解明という本来の研究目的

からすると，原因条件の 1 つとしてブランド力に焦点を当てるのも面白いと思われる。すな

わち，商品情報比較サイトの普及によって，ブランド力が乏しいメーカーであっても，消費

者から高い満足度評価を得られるような商品を市場投入できれば，当該商品は売れ筋になり

易いという状況になってきているのか否かは重要な論点であると思われる。今後，統計分析

および QCA それぞれの特徴を踏まえて，そうした課題についても取り組んでいきたいと考

えている。

注
1 ）拙稿（2010），拙稿（2011），および拙稿（2012）では，必ずしも商品情報比較サイトという固

有のカテゴリーのサイトがあることを想定していた訳ではなく，例えば価格比較サイトも利用
の仕方によっては商品情報比較サイトとみなし得るという立場に立っていた。本稿においても
その点は同様である。

2 ）使用したデータの詳細については拙稿（2012, pp. 80-85）を参照のこと。
3 ）価格.com によると，売れ筋ランキングは各製品についての情報ページの閲覧回数と価格.com

に掲載している店舗のアフィリエイト実績を基に集計したランキングであり，価格.com に登
録のある全ショップの売上データに基づくものではない。しかしながら実際の売れ行きとの関
係は深いと考えられる。

4 ）田村（2015）p. 60。

図1　売れ筋銘柄と高満足度銘柄・新銘柄の関係
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5 ）田村（2015）p. 38。
6 ）表 1 を含め，本稿において掲載するデータ，分析過程，分析結果等の範囲については，Ri-

houx et al.（2008, p. 168）を参考にして決定した。
7 ）Schneider et al.（2010, p. 254）は，慣例的に，整合性の値が 0.9 を超えている場合，ある条件

もしくは条件の組み合わせは「必要」もしくは「ほぼ常に必要」と呼ばれていると述べている。
実際，Tóth et al.（2015）, Comeig et al.（2016）, Dul （2016）, Navarro et al.（2016）, Domenech 
et al. （2016）, Frambach et al. （2016）, Pinazo-Dallenbach et al. （2016） 等，近年の多くの研究
において 0.9 という閾値が採用されていることから，この値が代表的な閾値としての地位を確
立しつつあるといえる。

8 ）必要条件の被覆度は，原因条件 X の領域に占める結果 Y の領域の比率を問うものである（田
村 2015, p. 157）。その閾値に関する確立した目安は無いものの，Schneider et al.（2010, 
p. 255）は 0.66 および 0.68，Ospina-Delgado & Zorio-Grima（2016, p. 1326）は 0.61～0.65，
Comeig et al.（2016）は 0.51 と 0.52 という値について，それぞれ「non-trivial」もしくは

「not trivial」と表現している。こうしたことから本稿では 0.5 を 1 つの目安とみなした。ちな
みに，結果 Y の領域に占める原因条件 X の領域の比率を問う十分条件の被覆度（田村 2015, 
p. 157）に関しては，Ragin（2008b, pp. 117-118）が解説例において 0.53 という値について結
果の成員スコア総計の「半分以上を説明している」と解説している。Ragin（2008b）に基づ
いて，Woodside（2013, p. 468）は有益な被覆度の値の範囲として 0.25～0.65 を示唆しており，
Krishen et al.（2016, p. 1506）や Lisboa et al.（2016, p. 1321）はそれを被覆度の評価における
判断の基準として用いている。しかしながら，Ragin（2008b, p. 120）自身は，整合性の面で
の犠牲が僅かである場合，被覆度 0.53 の原因条件の組み合わせよりも 0.71 の組み合わせの方
を研究者が選好することに理解を示している。また，Schneider & Wagemann（2010, p. 10）
は被覆度に関してこれまで受け入れられてきた閾値があるとしても，全ての分析においてそれ
らを信頼することはできないとしている。こうしたことから，被覆度のベンチマークについて
は十分に確立しているとはいえないように思われる。

9 ）高い整合性はしばしば低い被覆度をもたらす（Ragin, 2006, p. 309）ことから，Ragin（2008b, 
p. 120）は研究者が整合性の点で僅かに低くとも被覆度が大幅に高い組み合わせの方を採択す
ることに理解を示しており，本稿でもその考え方を採用した。

10）2851 事例を対象とした Simón-Moya & Revuelto-Taboada（2016）や 315 事例を対象とした
Muñoz & Kibler（2016）など本研究よりも標本数が大きい場合でも頻度の閾値として 5 が設
定されている。

11）発見型の研究に比べて検証型の研究では整合性水準は高く設定することが必要とみなされてい
る田村（2015, pp. 144-145）。

12）Schneider & Wagemann（2010, p. 10）は，整合性や被覆度に関してこれまで受け入れられて
きた閾値があるとしても，全ての分析においてそれらを信頼することはできないものの，整合
性に関しては最低限必要な値については示されてきたことを指摘している。Ragin（2006, 
p. 293）は十分条件に関わる分析における整合性の閾値について，最低でも 0.75 は必要である
としており，できれば 0.8 以上（Ragin, 2008a, p. 121），さらには 0.85 以上（Ragin, 2008b, 
p. 136）が望ましいことも記している。また，低めの 0.8 前後と高めの 0.9 前後の 2 通り試して
みることが有用であるとしており（Ragin, 2008b, p. 144），0.9 は厳しめの基準であることを示
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唆している。実際，Alegre et al.（2016, p. 1392）のように厳しめの閾値を設定したことを明
言した例において 0.9 が用いられていることから，再検証のように厳格さが求められる場合の
閾値としては 0.9 が 1 つの目安になると考えられる。

13）Schwellnus（2013, p. 7）は，Schneider & Wagemann（2012, p. 243）が，何の説明も無く
PRI 整合性が 0.647 の場合には高く，0.353 の場合には低いと解釈している点にも触れ，閾値
について確立した標準値が無い点が PRI 整合性を利用する際の問題点であることを指摘して
いる。最近の Frambach et al.（2016）による研究では，実際の分析事例において 0.75 という
閾値が設定されているが，その理由についてはやはり説明されていない。

14）Ragin（2006, p. 309）は被覆度を評価する前に整合性が十分に高いことを確認しておく必要が
あると指摘している。

15）PRI 整合性が 3 番目に高い 3 行目の組み合わせについても素整合性は目安となる 0.9 を超えて
いる。そこで 1 行目から 3 行目までの 3 つの組み合わせについて結果欄に 1 を入れるケースに
ついても分析を行ったが，主項の選択が必要であり，結果の解釈も複雑となることが明らかと
なったため，ここでは取り上げないことにした。

16）分析結果から明らかなように，実際には例外が全く無い完全な必要条件・十分条件という訳で
はないが，ここでは分析結果の中核的な部分が伝わり易いように表現している。この点は本文
中の説明についても同様である。
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